2022年7月19日
2022年度採用活動方針について
猪狩
I. 採用予定人数
1. 韓国採用　　新卒　30～40名　　　　　
2. 国内採用　　新卒　若干名
＊新卒採用公表は40名（国内の採用は10名）
　　3.　中途採用人数目標を決める必要がある　　　　　　　　　　　　　　　　　□金副社長　経営会議等
II. 新卒採用担当
1. 韓国採用　　趙会長、李室長
2. 国内採用　　田中社長、東山、猪狩（とりまとめ）
III. 中途採用担当　　役員、経営支援室　（とりまとめ）　
　
　　　　＊全体の採用活動に関する事務作業等は、経営支援室人事担当がおこなう（都度調整）

IV. 国内採用の方針と具体策
1. 国内採用は中途採用を中心に実施する
2. 中途採用は、役員はじめ幹部等の人脈を中心に活動・採用する
1 人材採用制度
＊対象は正社員のみでなく契約社員も対象
＊役員も対象になっているが、役員および人事関連担当者は除く　□金副社長
＊これまでICT本部の要員の成功率が高いと思われるが、開発技術者も積極的にアプローチすれば可能ではないか（これまでの採用実績がほしい）　□　経営支援室　李室長
2 その他　エージェント利用検討
＊当社顧問であった溝道氏の会社（ICC）で、岡崎副社長からの話では、Typeという人材採用の媒体を利用して（費用150万円程度）キャリア採用を行ったところ80名近い応募があり5名採用できたとの情報がある。
＊採用できたポイントは、マイクロソフトビジネスに特化していることとテレワーク中心という2点
＊人材紹介会社（CSDでは結構利用した＝田中社長）や媒体広告の活用も国内採用で検討する余地はあるかもしれない
＊Typeとは、猪狩が再度面談する予定
3. 新卒については、
1 大学院、大卒は、人脈のある教授や学校OB等を活用して行う（社長、東山、部門長）
＊すでに広島工業大学訪問済み
　　　　　　＊その他今年度は数校に絞って、アプローチする
＊今期ゲットとする学校について、リストアップする　添付リスト追記　　□　東山さん
＊秋に公務員試験がありそれに受からなかった学生がターゲットになる（11月）
＊11月に向けたインターンシップやアルバイトでシステム開発を依頼する等も有効手段の一つである
＊3年生をターゲットとした採用活動も各社進めているので、こちらについても検討する
　　　　　　⇒具体案を作成する　□　東山さん　　　　
2 専門学校は、これまで採用した実績のある大阪情報専門学校、日本電子専門学校に絞って実施する（猪狩）
＊正直採用アプローチが遅かったという認識である
＊来年度ターゲットにすることを考慮して活動を行う
＊大阪情報専門学校（北海道情報大学）から1名応募があった　東京で面接を行う予定
　⇒調整中　猪狩　2次面接　本部長　最終面接　社長（同日実施予定）　
＊日本電子専門学校は、すでに大きなイベントは終了している（7月20日オンライン面談済）
　⇒9月以降の小規模イベント参加検討　
4. 2023年度（2024年3月）までの卒業生）については、2022年度10月までに採用方針を決定して具体策を練る　9月中に経営会議または採用会議を開催し決定
　　＊以前行っていたマイナビを利用した採用活動を実施するなら、キャンペーン価格で参加
するには10月～11月に申し込む必要がある。（金副社長より再開検討の意見あり）

V. 採用活動に向けた重点ポイント
1. 国内新卒採用の場合2年先の人材採用がベースとなっていくので、会社の中期計画を作成し、会社の方向性、何を強みにするか、特徴にするかを明確にしたうえでどのような大学等にアプローチするか、どのような学生を採用するかを決める必要がある　　　　□　経営会議　経営支援室
2. また、国内採用で採用した学生は大手企業では4年間の教育を経て戦力になるケースが多い（田中社長）
3. 日本人に対するきちっとした教育体制も作る必要がある　□　経営会議　経営支援室

VI. 新卒採用について早急に実施しなければならないこと
1. 採用案内（当社HP）を最新版にする　新卒は更新済み　キャリア採用案内見直し
2. 採用説明会資料、HP採用ページのコンテンツ作成および更新（逐次バージョンアップ）
1 猪狩が作成した国内採用説明資料V1.1を本日のメンバーで検討し、追記修正があれば
コメントしていただく　　□　参加メンバー
2 上記基本ベースのものを作成し、それをベースに学校ごとにカスタマイズして利用
3 実際に各事業でどのような仕事をしていくか、どのように成長していくか（スキルパス等）
を学生の立場に立ってわかりやすく説明できるものを追加したい　□　猪狩
＊開発事業（金本部長）、ＩＣＴ事業（金副社長）が各適任者をアサインしていただきコンテンツを作成する
＊現状HP掲載の先輩社員からの声の刷新、どのように成長していくかの事例紹介等
3. ターゲット校に対する採用活動
1 9月末までをターゲットに活動を推進
2 学生向けへの説明等は各本部長にも協力を仰ぐ
VII. 採用活動留意点
1. 採用担当者が変更になっても、継続できるよう大学等へのアプローチの際、本部長が同行
2. あわせてターゲットリストや活動ログを作成し履歴を残しておく

